
募集要項　新旧対照表

Ｎｏ 頁 第1章 第1節 1 ① ア 項目等 修正前 修正後

1 19 第5 第2節 ４ イ イ　開催場所 大河原町駅前コミュニティセンター（オーガ２F）多目的ホール
大河原町役場３階大会議室（７月３日（木））、大河原町役場中央公民館（地下１階）まちづくりルー
ム（７月４日（金））

2 19 第5 第2節 ８ イ イ　開催場所 大河原町駅前コミュニティセンター（オーガ２F）多目的ホール 大河原町役場３階大会議室

3 20 第5 第2節 ６

6.　参加表明書及び
資格審査書類の受
付締切
（提案の辞退）

なお、提案を辞退する者は、「応募辞退届」（様式集「様式３-１」）を、令和 7 年７月31 日（金）まで
に、第５章第１節の担当窓口まで持参又は郵送（簡易書留）にて提出すること。以降の辞退は認め
ないものとする。

－

4 21 第5 第2節 10 オ
10.　提案審査に係る
書類等の受付
オ　提出部数

資格審査通過者に対し、本事業に関する事業計画等の提案内容を記載した提案書類を提出するこ
と。
ア　受付期間：資格審査結果通知の日から～令和７年10月24日（金）
イ　提出場所：第５章第１節の担当窓口
ウ　提出方法：持参又は郵送（簡易書留）
エ　提出書類：提案審査に関する提出書類及び提案書
オ　提出部数：提案審査に関する提出書類及び提案書は、それぞれにつき正・副各1部ずつを提出
すること。

資格審査通過者は、本事業に関する事業計画等の提案内容を記載した提案書類を提出すること。
ア　受付期間：資格審査結果通知の日から令和７年10月24日（金）
イ　提出場所：第５章第１節の担当窓口
ウ　提出方法：持参又は郵送（簡易書留）
エ　提出書類：提案審査に関する提出書類及び提案書
オ　提出部数：提案審査に関する提出書類及び提案書は、それぞれにつき正・副各1部、合計２部
を、提案書は正本1部並びに副本10部、合計11部を提出すること。

5 21 第5 第2節 10
10.　提案審査に係る
書類等の受付
（提案の辞退）

－
なお、提案を辞退する者は、「応募辞退届」（様式集「様式３-１」）を、令和7年10月24日（金）までに、
第５章第１節の担当窓口まで持参又は郵送（簡易書留）にて提出すること。以降の辞退は認めない
ものとする。

6 21 第3 第3節 ５
５.　工事監理業務を
行う者

工事監理業務を行う者は、以下に示す要件を全て満たさなければならない。なお、工事監理業務を
複数の工事監理企業で実施する場合は、以下に示す①及び②の要件については、全ての企業が
満たし、②の要件は、少なくとも1社が満たさなければならない。

工事監理業務を行う者は、以下に示す要件を全て満たさなければならない。なお、工事監理業務を
複数の工事監理企業で実施する場合は、以下に示す①の要件については、全ての企業が満たし、
②の要件は、少なくとも1社が満たさなければならない。
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要求水準書　新旧対照表

Ｎｏ 頁 第1章 第1節 1 (1) ア （ｱ） a 項目等 修正前 修正後

1 34 第2章 第2節 1 (3) (ｱ) f 駐車場

本施設の利用者等のための小型自動車（普通車）駐車場として、管理棟付近に 85 台
以上、多目的スポーツ広場付近に 25 台以上、アーバンスポーツ広場付近に 20 台以
上整備し、各施設までのスムーズな動線を確保するようにすること。なお、車いす用駐
車場の区画数は条例を遵守することを条件に事業者の提案によるものとし、各施設に
アクセスしやすい位置に整備すること。

本施設の利用者等のための小型自動車（普通車）駐車場として、事業予定地全体で
130台以上整備すること。うち85台以上は管理棟付近に整備し、多目的スポーツ広場
やアーバンスポーツ広場等各施設までのスムーズな動線を確保すること。なお、車い
す用駐車場の区画数は条例を遵守することを条件に事業者の提案によるものとし、各
施設にアクセスしやすい位置に整備すること。

2 34 第2章 第2節 1 (3) (ｱ) ｊ 駐車場
イベント時に大型バス駐車場としても機能するスペースを、事業予定地西側に配置す
る駐車場の一部として確保すること。最大15台程度が駐車できるスペースを確保する
ものとする。

イベント時に大型バス駐車場としても機能するスペースを、事業予定地西側に配置す
る駐車場の一部として確保すること。最低10台程度（小型自動車（普通車）40台相当程
度）が駐車できるスペースを確保するものとする。
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事業契約書（案）、事業契約約款（案）　新旧対照表

Ｎｏ
契約
書

契約
約款

別紙 頁 第1章第1節 条 1 (1) ア 項目等 修正前 修正後

1 〇 23 ７ ‐ 65 1
事業者は、本施設の引渡し前に、令和８年度の出来形部分に相応する建設・工事監理
業務のサービス対価の10分の９以内の額について、次項から第５項までに定めにより
部分払いを請求することができる。

事業者は、本施設の引渡し前に、令和８年度の出来形部分に相応する建設・工事監理
業務のサービス対価の10分の10以内の額について、次項から第５項までに定めにより
部分払いを請求することができる。

2 〇 23 ７ ‐ 65 5
部分払金の額は、次の式により算定する。
部分払いの額≦
建設・工事監理業務のサービス対価の総額×当該年度の出来形割合×9/10

部分払金の額は、次の式により算定する。
部分払いの額≦
建設・工事監理業務のサービス対価の総額×当該年度の出来形割合×10/10

3 ３ ４９ 2 (1)
出来形に応じた支払いは、次の式により算定する。
当該年度の出来高払金の額≦
建設・工事監理業務のサービス対価の総額×当該年度の出来形割合×９/10

出来形に応じた支払いは、次の式により算定する。
当該年度の出来高払金の額≦
建設・工事監理業務のサービス対価の総額×当該年度の出来形割合×10/10
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事業契約書（案）、事業契約約款（案）　新旧対照表様式集及び作成要領　新旧対照表

Ｎｏ 書類名 頁
様式
番号

1 (1) 1) ① 項目等

1 作成要領及び様式集 6 B-3

提案審査に関する提出書類の
構成（1/4）
2 提案書
Ⅰ．事業計画全般に関する事
項

2 様式 K-2 ①
維持管理・運営費見積書（年次
計画表）
①維持管理費（年次計画表）

3 様式 K-2 ②
維持管理・運営費見積書（年次
計画表）
②運営費（年次計画表）

4 様式 K-3 ①
維持管理・運営費見積書（内訳
表）
①維持管理費（内訳表）

5 様式 K-3 ②
維持管理・運営費見積書（内訳
表）
②運営費（内訳表）

修正前 修正後
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事業契約書（案）、事業契約約款（案）　新旧対照表様式集及び作成要領　新旧対照表

Ｎｏ 書類名 頁
様式
番号

1 (1) 1) ① 項目等 修正前 修正後

6 様式 K-3 ③
維持管理・運営費見積書（内訳
表）
③その他経費（内訳表）
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